
「次世代育成支援対策推進法」は、次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、育成される環
境を整備するために、国、地方公共団体、企業、国民が担う責務を明らかにしたものです。

企企業業がが取取りり組組むむこことと

○この法律において、企業は、労働者の仕事と子育てに関する「一般事業主行動計画」（次ペー
ジ参照）を策定することとなっており、常常時時雇雇用用すするる労労働働者者がが110011人人以以上上のの企企業業は、この行動
計画を策定し、その旨を都道府県労働局に届け出ることが義義務務とされています。（100人以下
の企業は努力義務）

認認定定・・特特例例認認定定をを申申請請ででききまますす

○企業の自発的な次世代育成支援に関する取組を促すため、行動計画に定めた目標を達成したな
ど一定の基準を満たした企業は、申請することにより、厚生労働大臣の認定（くるみん認定・
トライくるみん認定）を受けることができます。さらに、認定を受けた企業が、より高い水準
の取組を行い一定の基準を満たすと、特例認定（プラチナくるみん認定）を受けることができ
ます。※不妊治療と仕事との両立に係る認定（「プラス認定」）については35～38ページを
ご覧ください。

認認定定・・特特例例認認定定をを受受けけるるとと

○認定、特例認定を受けた企業は、子育てサポート企業としてそれぞれ「認定マーク（愛称：く
るみん、トライくるみん）」 、「特例認定マーク（愛称：プラチナくるみん）」を商品、広告、
求人広告などに付け、子育てサポート企業であることをＰＲすることができます。
「プラス」認定によって、不妊治療と仕事との両立サポート企業であることのPRもできます。

○認定・特例認定を受けた企業には、公共調達における加点評価等があります（49～50ページ
参照）。

法法のの有有効効期期限限

〇この法律は、平成17年４月１日から施行されています。令和６年度末までの時限立法でしたが、
法改正により法律の有効期限が令和17年３月31日まで10年間延長されました（令和６年５月
31日施行）。

■■次次世世代代育育成成支支援援対対策策推推進進法法ととはは

５
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行行動動計計画画にに書書くくべべききこことと

○企業は、労働者の仕事と子育ての両立を図るための雇用環境の整備や、子育てをしていない労
働者も含めた多様な労働条件の整備等に取り組むにあたって、以下の内容を定めてください。

※常時雇用する労働者が101人の企業は、令和７年４月１日以降に策定又は変更する行動計画から、
自社の課題解消のための目標設定に加え、②②のの目目標標にに「「育育児児休休業業等等のの取取得得状状況況」」及及びび「「労労働働時時間間のの状状
況況」」にに係係るる数数値値目目標標をを設設定定すするるここととが求められます。（100人以下の企業は努力義務）

○行動計画には、各企業の実情に応じて、計画期間中に実施しようとする次世代育成支援対策の
内容を盛り込むことが求められます。盛り込むことが望ましい事項については行動計画策定指
針で示しています。（13ページ参照）

■■一一般般事事業業主主行行動動計計画画ととはは

常時雇用する労働者が101人以上の一般事業主が、行動計画策定指針に即して策定する次世代
育成支援対策に関する計画のことです。
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①計画期間 ②目標 ③目標を達成するための対策の内容と実施時期

行行動動計計画画をを策策定定ししたたらら

○常時雇用する労働者が101人以上の企業には、行動計画の策定、策定届の都道府県労働局への
届届出出とともに、一般への公公表表、労労働働者者へへのの周周知知が義義務務付けられています。（100人以下の企業
は努力義務）

常常時時雇雇用用すするる労労働働者者ととはは
正社員、パート、アルバイトなどの名称にかかわらず、以下の①又は②のいずれかに該当する労働者を指し

ます。

①期間の定めなく雇用されている者

②過去１年以上の期間について引き続き雇用されている者又は雇入れの時から１年以上引き続き雇用され
ると見込まれる者（一定の期間を定めて雇用されている者又は日々雇用される者であってその雇用期間
が反復更新されて、事実上①と同等と認められる者）

行行動動計計画画をを策策定定すするるにに当当たたっってて

常時雇用する労働者が101人以上の企業には、行動計画を策定・変更する際には、以下が求め
れます。（100人以下の企業は努力義務）

○労労働働者者のの「「育育児児休休業業等等のの取取得得状状況況」」（①）及及びび「「労労働働時時間間のの状状況況」」（②）をを把把握握すするるこことと

①① 育育児児休休業業等等のの取取得得状状況況：：男男性性労労働働者者のの「「育育児児休休業業等等取取得得率率」」（※１）又又はは男男性性労労働働者者のの「「育育児児

休休業業等等及及びび育育児児目目的的休休暇暇のの取取得得率率」」（※２）のの状状況況

②② 労労働働時時間間のの状状況況：：フフルルタタイイムム労労働働者者一一人人当当たたりりのの各各月月ごごととのの法法定定時時間間外外労労働働及及びび法法定定休休日日労労

働働のの合合計計時時間間数数等等のの労労働働時時間間（（高高度度ププロロフフェェッッシショョナナルル制制度度のの適適用用をを受受けけ

るる労労働働者者ににああっっててはは、、健健康康管管理理時時間間））のの状状況況

※１ 育児・介護休業法第２条第１号に規定する育児休業（産後パパ育休を含む）、第23条第２項

に規定する３歳未満の子を育てる労働者を対象とした育児休業及び第24条第１項に規定する

小学校就学前の子を育てる労働者を対象とした育児休業

※２ 小学校就学の始期に達するまでの子を養育する男性労働者を雇用する事業主が講ずる育児を

目的とした休暇制度（育児休業等、子の看護等休暇、育児・介護休業法第23条の３第１項第

４号に規定する休暇（養育両立支援休暇）及び労働基準法第39条の規定による年次有給休暇

を除く。）

○職業生活と子育ての両立に関する状況を把握し、分析した上で、その結果を勘案して定めると
ともに、その推進に当たっては、定定期期的的にに、、計計画画のの実実施施状状況況やや数数値値目目標標のの達達成成状状況況ににつついいてて点点
検検・・評評価価をを実実施施しし、、計計画画（（PPllaann））、、実実行行（（DDoo））、、評評価価（（CChheecckk））、、改改善善（（AAccttiioonn））ののササイイクク
ルル（（PPDDCCAAササイイククルル））をを確確立立すること。
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■■一一般般事事業業主主行行動動計計画画のの策策定定かからら実実施施、、認認定定ままででのの流流れれ

○行動計画の策定から実施の流れは、以下のとおりです。

①①自自社社のの現現状状やや労労働働者者ののニニーーズズのの把把握握
②②労労働働者者のの育育児児休休業業等等のの取取得得状状況況、、労労働働時時間間のの状状況況のの把把握握
※※常常時時雇雇用用すするる労労働働者者がが、、110011人人以以上上のの企企業業はは義義務務

110000人人以以下下のの企企業業はは努努力力義義務務
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１１ 一一般般事事業業主主行行動動計計画画のの策策定定等等ににつついいてて

①①自自社社のの現現状状やや労労働働者者ののニニーーズズのの把把握握
自社の仕事と育児の両立支援の状況や労働者の両立支援に対するニーズを把握し課題を分

析してください。

②②労労働働者者のの育育児児休休業業等等のの取取得得状状況況、、労労働働時時間間のの状状況況のの把把握握
「育児休業等の取得状況」とは、男性労働者の「育児休業等取得率」又は男性労働者の

「育児休業等及び育児目的休暇の取得率」の状況をいいます。

「労働時間の状況」とは、フルタイム労働者一人当たりの各月ごとの法定時間外労働及び
法定休日労働の合計時間数等の労働時間（高度プロフェッショナル制度の適用を受ける労働
者にあっては、健康管理時間）の状況をいいます。

STEP１

行動計画を策定・変更したら、外部に公表するとともに、すべての労働者に周知する必要が
あります。

SSTTEEPP11をを踏踏ままええてて行行動動計計画画をを策策定定

STEP１の状況把握等の結果を勘案し、行動計画を策定します。
行動計画には、
① 計画期間、② 目標（数値目標を含む）、③ 目標を達成するための対策の内容と実施時期

を盛り込むことが必要です。

詳詳細細はは、、99～～1100ペペーージジへへ

STEP２

詳詳細細はは1111～～1155ペペーージジへへ

行行動動計計画画をを公公表表しし、、労労働働者者にに周周知知（（SSTTEEPP２２かからら概概ねね３３かか月月以以内内））STEP３

詳詳細細はは、、1166ペペーージジへへ

行行動動計計画画をを策策定定ししたた旨旨のの都都道道府府県県労労働働局局雇雇用用環環境境・・均均等等部部（（室室））へへのの
届届出出（（SSTTEEPP２２かからら概概ねね３３かか月月以以内内））

STEP４

行動計画を策定・変更したら、「一般事業主行動計画策定・変更届」を、電子申請、郵送又
は持参により都道府県労働局雇用環境・均等部（室）に届け出てください。

詳詳細細はは、、1166ペペーージジへへ

行行動動計計画画のの実実施施、、効効果果のの測測定定STEP５

定期的に、目標（数値目標を含む）の達成状況や、行動計画に基づく取組の実実施施状状況況をを点点検検
・・評評価価し、そそのの結結果果ををそそのの後後のの取取組組やや次次期期行行動動計計画画にに反反映映させ、計画（Plan）、実行（Do）、
評価（Check）、改善（Action）のサイクル（PPDDCCAAササイイククルル）を確立させましょう！

※STEP１、STEP５においては、必要に応じて、労働者や労働組合等に対するアンケート調査や
意見交換等を実施するなど、職場の実情の的確な把握に努めてください。

詳詳細細はは、、1166ペペーージジへへ

２２回回目目以以降降もも同同様様にに
SSTTEEPP１１かからら
SSTTEEPP５５をを実実施施
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○ くるみん認定・トライくるみん認定後の行動計画の期間終了後、
都道府県労働局雇用環境・均等部（室）へ認定申請
・プラチナくるみん認定申請 ※26～ ページ参照
・プラス認定申請 ※35～ ページ参照

○計画期間終了後、都道府県労働局雇用環境・均等部（室）へ認定申請
・くるみん認定申請 ※17～ ページ参照
・トライくるみん認定申請 ※32～ ページ参照
・プラス認定申請 ※35～ ページ参照

（認定申請事業主の取組が認定基準を満たしているかを認定申請書類で審査）
※提出された書類で審査しますので、全ての認定基準を満たしていること
がわかる書類を提出していただく必要があります。

○「子育てサポート企業」として認定、マークの付与

くくるるみみんん認認定定！！

○ 優良な「子育てサポート企業」として認定、プラチナくるみんマークの付与

ププララチチナナくくるるみみんん認認定定！！

○ プラチナくるみん認定企業は、毎毎年年少少ななくくとともも１１回回、
次次世世代代育育成成支支援援対対策策のの実実施施状状況況を外部へ公公表表 ※39～ ページ参照

（さらに高い水準の取組を行い、プラチナくるみん認定を申請する場合）
※プラチナくるみん認定を受けるためには、事前にくるみん認定又はトライくるみん
認定を受けている必要があります。

トトラライイ
くくるるみみんん認認定定！！

※※ププララスス認認定定又又はは特特例例ププララスス認認定定はは、、ププララスス認認定定基基準準、、特特例例ププララスス認認定定基基準準をを満満たたすす必必要要ががあありりまますす。。

２２ 「「子子育育ててササポポーートト企企業業」」ととししててのの認認定定取取得得をを目目指指ししてて

○ １の １から ５に取り組んだ後、くるみん認定、トライくるみん認定、プラ
チナくるみん認定の流れは、以下のとおりです。

くくるるみみんん、、トトラライイくくるるみみんん認認定定申申請請

プラス認定！

ププララチチナナくくるるみみんん認認定定申申請請

ププララチチナナくくるるみみんんププララスス認認定定！！

（特例認定申請事業主の取組が特例認定基準を満たしているかを特例認定申請書類で審査）
※提出された書類で審査しますので、全ての特例認定基準を満たしていること
がわかる書類を提出していただく必要があります。
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